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１．ALPS 処理水海洋放出に伴う香港政府の水産物禁輸措置 

今年8月 22日、日本政府は東京電力福島第１原子力発電所のALPS 処理水１（以

下、「処理水」という。）を同月 24 日以降に海洋放出することを関係閣僚等会議

で正式に決定した。 

香港政府はかねてから仮に日本が処理水を海洋放出した場合、東京都や福島

県等 10 都県２の水産物の輸入を禁止する計画を発表しており、処理水が放出さ

れた 8月 24 日から実際にこの措置が開始された。 

規制対象となるのは、8 月 24 日以降に 10 都県で収穫・製造・加工・パッキン

グされた水産物で、水産物には活魚、冷凍、冷蔵、乾燥またはその他の方法で

保存された水産物、海塩、未加工または加工された海藻が含まれる。 

本稿では、この措置が開始された 8月 24 日以降、香港域内でどのような影響

が出ているかについてレポートしたい。 

 

２．香港域内の状況 

（１）通関時間の長時間化 
    今年春ごろから香港政府は日本からの輸入食品に対する放射性物質検査

を強化しており、通関に時間がかかるようになったという声が輸入業者か

ら散発的に聞かれていたが、今回の禁輸措置以降、水産物の全量検査や水

産物以外の食品に対する検査強化のため、税関検査にさらに時間がかかる

ようになっている。 

特に 9 月に入り、法令違反の疑いがある食品が見つかったためか３、通関

に 10 時間以上、中には 20 時間以上待たされるケースも発生している４。検

査員の人手不足がこの状況に拍車をかけているが、現状が続けばビジネス

のやり方を再考しなければならない、という事業者の声も聞かれる。 

                                            
１ 東京電力福島第一原子力発電所の建屋内にある放射性物質を含む水について、Advanced Liquid 

Processing System＝ALPS（多核種除去設備）によりトリチウム以外の放射性物質を安全基準を満たす

まで浄化した水のこと。 
２ 東京都、福島県、千葉県、栃木県、茨城県、群馬県、宮城県、新潟県、長野県、埼玉県。 
３ 9 月 13 日、通関検査時に従前の法令に違反した疑いのある福島県と群馬県の野菜が見つかった。また、

9 月 20 日には通関検査時に東京都で製造されたマダイの切り身が見つかった。 
４ 原稿執筆時点で輸入業者から得た情報によると、検査員の慣れもあり、状況が少し改善しているとのこ

とである。 



 

（写真１）回転寿司チェーン店前で入店

を待つ人々（9 月 27 日筆者撮影） 

（２）日本食レストラン 
    日本食レストラン業界の定例会では、特に

高級日本食レストランから「予約があまり入

らず、売り上げが低迷している」という話を

聞く。一方で、以前から人気の回転寿司チェ

ーン店では現在も変わらず順番待ちの行列

ができているため、店によって影響の度合い

は様々という印象である。 

元来夏は香港では富裕層が海外旅行に出

かけるため高級レストランの予約が落ちる

時期でもあること、また、レストラン業界全体の景気が低迷していること５

から、日本食レストランに対する処理水放出の影響についてはもう少し時

間をかけて見極める必要がある。 

 
（３）香港市民の反応 
    街頭インタビューやインターネット上の反応を見ていても、しばらく日

本の水産物の摂取を控えるという人や日本旅行を控えるという人もいれば、

全く気にしていない人、検査を経て入ってくるものは安全だと考える人、

少量であれば摂取は問題ないと考える人など、市民の反応は様々である。 
ただ少なくとも、香港では過激な反日的反応はほとんど無く、抗議活動

も日本総領事館が入るビルの前で処理水の海洋放出に反対する小規模な抗

議活動が数回行われた程度であった。 
 
３．今後について 

 香港は長きにわたり日本にとって最大の農林水産物・食品の輸出先の一つで

ある。香港で長年培われた日本食人気が直ちに廃れることは考えにくいが、事

業者からは、今後もこの状況が続くようであればビジネス自体の見直しが必要

だとの声も聞かれる。 

現時点で最大の問題となっているのは、通関検査の長時間化である。これに

より 10 都県産以外の鮮魚の輸入も難しくなるばかりか、野菜や果物など他の食

品についても品質が劣化するなどの影響が出ている。 

禁輸措置から 1 か月以上が経つが、通関の現場ではルールの運用が一定して

おらず、検査員の数も不足しているという。香港と日本の食品ビジネスが後退

することがないよう、一刻も早く状況が改善されることを願うとともに、引き

続き当事務所としては情報収集に努めたい。 

                                            
５ 週末に物価の安い深圳に出かける香港人が増えており、香港のレストラン業界は苦戦しているという。 


